
   尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金交付要綱     

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、不登校児童生徒が学校以外の場で教育を受けるこ

とができる機会を確保することにより、継続した学習環境の提供等を

行うことで、社会的自立を支援することを目的に、当該不登校児童生

徒の保護者等に対し、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金（以

下「給付金」という。）を交付することについて、必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号 

 に定めるところによる。 

 (1) 児童生徒 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１８条に 

  規定する学齢児童又は学齢生徒のうち、尾道市が設置する小学校又 

  は中学校に在籍し、かつ、尾道市の住民基本台帳に記録されている 

  ものをいう。 

 (2) 保護者等 親権者、未成年後見人その他児童生徒と現に生計を 

一にし、又はその監護を行う者をいう。 

 (3) 不登校児童生徒 児童生徒であって、義務教育の段階における 

普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（平成２８年    

  法律第１０５号）第２条第３号に規定するものをいう。 

 (4) フリースクール 不登校児童生徒に対し、学習活動、体験活動、 

  教育相談等の支援を行っている尾道市内の民間施設をいう。 

 (5) 給付対象施設 尾道市教育委員会及び不登校児童生徒が在籍す 

  る学校（以下「在籍学校」という。）との事前連携（別添１「不登 

  校児童生徒の指導要録上の出席扱いについてのチェックリスト」） 

  により、通所状況、活動内容、学習状況等について継続的な情報共 



  有が可能であり、出席扱いの判断に必要な資料を作成し、提出でき 

  る体制が確認され、在籍学校の長が指導要録上の出席扱いとなると 

  判断したフリースクールをいう。 

 （給付対象者） 

第３条 給付金の交付の対象となる者（以下「給付対象者」という。）

は、不登校児童生徒の保護者等であって、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

 (1) 第５条第１項の規定による交付申請を行う日前１年の期間内に 

  おおむね３０日以上、学校に登校していない不登校児童生徒の保護 

  者等 

 (2) 給付対象施設に原則として週に１回以上通所する不登校児童生 

  徒の保護者等 

 (3) 給付対象施設における不登校児童生徒の状況等に関する情報に 

  ついて、給付対象施設が在籍学校の長及び尾道市教育委員会に対 

し、情報提供することを承諾する者 

 (4) 市税の滞納がない者 

 (5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法 

  律第７７号）第２条第６号の暴力団員でない者 

 (6) 給付対象経費について、当該給付金に類する公的給付を受けて 

  いない者 

 （給付金の額） 

第４条 給付金の額は、１か月につき、不登校児童生徒が学校の授業日

に給付対象施設を利用する場合における保護者等が負担する施設利

用料（入学金、入会金、登録料、教材費、食費、行事参加費、保険料、

交通費その他の諸経費を除く。）の額に２分の１を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）

とする。ただし、１０，０００円を限度とする。 

２ 前項の給付は、尾道市の予算の範囲内において行う。 



 （交付申請） 

第５条 給付金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。） 

は、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金交付申請書（別記様

式第１号）を在籍学校の長を通じて市長に提出しなければならない。 

２ 交付申請者は、前項の規定による申請の際、あらかじめ在籍学校の 

長に対し、利用するフリースクールの施設について報告しなければな 

らない。 

３ 在籍学校の長は、前項のフリースクールについて、給付対象施設に 

該当するかどうかの確認を行うものとする。 

４ 在籍学校の長は、必要に応じて、第２項のフリースクールが給付対 

象施設として必要な情報共有体制を有しているかについて、尾道市教 

育委員会と確認を行うものとする。 

 （対象者の認定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、当該申

請に係る内容を審査の上、給付対象者としての認否を決定するものと

する。この場合において、市長は、尾道市教育委員会及び在籍学校の

長の意見を聴取することができる。 

２ 市長は、前項の規定により給付対象者として認定すると決定したと 

きは、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金対象者認定決定通 

知書（別記様式第２号）を交付申請者に対し通知する。 

３ 市長は、給付対象者として認定しないことと決定したときは、尾道 

市フリースクール利用者負担軽減給付金対象者不認定決定通知書（別 

記様式第３号）を交付申請者に対し通知する。 

 （変更交付申請） 

第７条 前条第２項の規定による認定決定を受けた者（以下「交付対象

者」という。）は、当該認定決定を受けた申請内容を変更しようとす

るときは、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金交付申請書に

変更した内容を記載して市長に提出しなければならない。 



２ 市長は、前項に規定する変更申請書の提出があった場合において、

その内容を審査し、認定の変更を決定したときは、尾道市フリースク

ール利用者負担軽減給付金対象者認定決定通知書により交付対象者

に通知するものとする。 

３ 前項の規定による審査の結果、認定の変更をしないことを決定した

ときは、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金対象者不認定決

定通知書により交付対象者に通知するのもとする。 

 （給付金の請求及び交付） 

第８条 交付対象者は、月ごとの施設利用料に係る給付金について、別

表に掲げる給付対象経費の区分ごとに同表の提出期限までに尾道市

フリースクール利用者負担軽減給付金実績報告書兼請求書（別記様式

第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 該当月のフリースクール利用実績が確認できる書類（給付対象 

施設における利用日数が分かる書類） 

 (2) 該当月の給付対象経費の金額が確認できる書類（領収書の写し） 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による提出があった場合において、給付金を交

付すべきものと決定したときは、申請者が届け出た口座に給付金を交

付するものとする。この場合において、給付金を交付したことをもっ

て当該給付金の額の決定を通知したものとみなす。 

３ 市長は、第１項の規定による提出があった場合において、給付金を

不交付と決定したときは、尾道市フリースクール利用者負担軽減給付

金不交付決定通知書（別記様式第５号）により、申請者に通知するも

のとする。 

 （対象者認定の取消し及び給付金の返還） 

第９条 市長は、交付対象者が次の各号に該当すると認めたときは、交

付対象者としての認定を取り消し、既に給付金が交付されている場合

は、給付金の全部又は一部を返還させることができる。 



 (1) 偽りその他不正の手段により給付金の交付決定又は交付を受け 

  たとき。 

 (2) 給付金の交付決定の内容及びこれに付した条件に反したとき。 

 (3) その他市長が給付金を交付することが適当でないと認めると 

き。 

 （個人情報の取扱い） 

第１０条 市長、尾道市教育委員会、在籍学校の長及び給付対象施設は、

この要綱に基づく給付金交付事務及び不登校児童生徒への支援によ

り知り得た個人情報について、当該事務及び支援に必要な範囲を超え

て利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この給付金の実施に関し必要 

 な事項は、別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第８条、第９条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付対象経費の区分 提出期限 

第１四半期分（４月分から６月分まで） ７月末日まで 

第２四半期分（７月分から９月分まで） １０月末日まで 

第３四半期分（１０月分から１２月分まで） １月末日まで 

第４四半期分（１月分から３月分まで） ３月末日まで 



 

 

 

様式第１号（第５条・第７条関係） 

      

                          年 月 日 

  尾道市長 様 

             申請者 住 所： 

                  氏 名： 

                   電話番号： 

   

 尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金交付申請書 

 

  給付金の交付を受けたいので、尾道市フリースクール利用者負 

担軽減給付金交付要綱第５条第１項又は第７条第１項の規定によ 

り次のとおり申請します。 

 

 

  学校記入欄 

 

  当該児童生徒が上記フリースクールを利用することを確認しま 

 した。 

 

    年  月  日   

  尾道市立        学校長              

【 新 規 ・ 変 更 】←該当に〇をしてください。 

（フリガナ）  

児童生徒名 
 

 

学校・学年 
尾道市立         学校       

第  学年  組 

利用施設名  

当該施設を 

選んだ理由 

 

 

 



 

 承諾書 

 

  標記の給付金に係る交付対象認定の認否決定に伴い、私の市税 

 の納付状況の確認をするために関係機関への照会を行うとともに、  

 フリースクールでの児童生徒の様子等について、フリースクール 

  が在籍学校及び尾道市に情報提供することを承諾します。 

  また、当該施設が、在籍学校において指導要録上の出席扱いを 

 判断するために必要な通所状況、活動内容、学習状況等を、在籍 

 学校及び在籍学校を通じて尾道市に情報提供することを承諾し  

 ます。 

 

     年  月  日 

  保護者名： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第６条・第７条関係）       

                          第    号 

                           年  月 日 

       様 

                         

                          尾 道 市 長 

 

     尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金対象者     

             認定決定通知書 

 

 

   年 月 日付けの交付対象認定又は変更申請について、尾道市 

フリースクール利用者負担軽減給付金交付要綱第６条第２項又は第 

７条第２項の規定により、次のとおり給付対象者として認定又は認 

定の変更をすることに決定しましたので通知します。 

 

 

 

        

 

 

 

 

（フリガナ）  

児童生徒名 
 

 

学校・学年 
尾道市立          学校    

第  学年  組 

利用施設名 

 

 

 

 



様式第３号（第６条・第７条関係） 

               

   第   号 

   年 月 日 

       様         

                          

                           尾 道 市 長 

 

 尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金対象者 

不認定決定通知書 

 

 

   年 月 日付けの交付対象者認定申請について、尾道市フリー 

 スクール利用者負担軽減給付金交付要綱第６条第３項の規定により、 

 次のとおり給付対象者として認定又は認定の変更をしないことに決 

 定しましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

（フリガナ）  

児童生徒名  

学校・学年 
尾道市立          学校     

第  学年  組 

利用施設名 
 

 

不認定理由 
 

 



様式第４号（第８条関係） 

                          年 月 日 

  尾道市長 様 

 

            申請者 住 所： 

                 氏 名： 

                  電話番号： 

 

  尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金 

             実績報告書兼請求書 

 

 

  給付金の実績について、尾道市フリースクール利用者負担軽減給 

付金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり報告し、給付 

金を請求します。 

 

 

 １ 利用状況 

  児童生徒名：                       

  利用施設名： 

  対 象 期 間：  年  月分から   年  月分まで 

 

利用月 利用日数※1 給付対象経費※2

（施設利用料） 

給付申請額※3 

（請求金額） 

  月  日      円       円 

   月  日      円       円 

   月  日      円       円 

                                合 計             

      円 

 

 

 

 

 

     



 ※１ 学校の授業日に該当する日数のみを記入してください。 

 ※２ 入学金、入会金、登録料、教材費、食費、行事参加費、保険料、 

  交通費その他の諸経費は給付対象外です。 

 ※３ 1か月当たり給付対象経費の２分の１に相当する額です。その額 

  に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とし 

てください。１か月当たり１０，０００円を上限とします。 

 

 ２ 添付書類 

 □ 該当月のフリースクール利用実績が確認できる書類 

 □ 該当月の給付対象経費（施設利用料）の金額が確認できる書類 

   （領収書の写し）※ 

 □ その他市長が必要と認める書類（追加で必要となった場合に限 

    る。） 

 

 ※ 領収書に施設利用料とその他経費が含まれている場合は、内訳が 

  分かる書類を添付してください。 

 

 ３ 振込先（初回請求時又は２回目以降の請求であって振込先情報 

を変更する時のみ記載してください。） 

 

□ ２回目以降の請求のため省略 

 

                                  

 

 

 

金融機関名  支店・支所名  

預 金 種 別  フリガナ  

口 座 番 号        口座名義人  



様式第５号（第８条関係） 

                                                  第   号 

                          年 月 日 

 

  尾道市フリースクール利用者負担軽減給付金 

  不交付決定通知書 

 

       様 

                          

                          尾 道 市 長 

 

 

   年 月 日付けで請求のあった尾道市フリースクール利用者負 

 担軽減給付金について、交付しないことに決定しましたので通知し 

 ます。 

 

 

 不交付の理由： 

 

 



別添

【不登校児童生徒の指導要録上の出席扱いについてのチェックリスト】

判断の目安
チェック
（確認）

法人、個人は問わないが、実施者が不登校児童生徒に対する相談・指導等に関し深い理解と知識又は経験
を有し、かつ社会的信望を有している。

①不登校児童生徒に対する相談・指導を行うことを主たる目的としている。

②著しく営利本位でなく、入会金、授業料（月額・年額等）、入寮費（月額・年額等）等が明確にされ、
保護者等に情報提供がなされている。

①児童生徒の人命や人格を尊重した人間味のある温かい相談や指導が行われている。

②情緒的混乱、情緒障害及び非行等の態様の不登校など、相談・指導の対象となる者が当該施設の相談・
指導体制に応じて明確にされている。また、受入れに当たっては面接を行うなどして、当該児童生徒のタ
イプや状況の把握が適切に行われている。

③指導内容・方法、相談手法及び相談・指導の体制があらかじめ明示されており、かつ現に児童生徒のタ
イプや状況に応じた適切な内容の相談や指導が行われている。また、我が国の義務教育制度を前提とした
ものである。

④児童生徒の学習支援や進路の状況等につき、保護者等に情報提供がなされている。

⑤体罰などの不適切な指導や人権侵害行為が行われていない。

①相談・指導スタッフは児童生徒の教育に深い理解を有するとともに、不登校への支援について知識・経
験をもち、その指導に熱意を有している。

②専門的なカウンセリング等の方法を行うにあっては、心理学や精神医学等、それを行うにふさわしい専
門的知識と経験を備えた指導スタッフが指導にあたっている。

③宿泊による指導を行う施設にあっては、生活指導にあたる者を含め、当該施設の活動を行うにふさわし
い資質を具えたスタッフが配置されている。

①各施設にあっては、学習、心理療法、面接等種々の活動を行うために必要な施設、設備を有している。

②特に、宿泊による指導を行う施設にあっては、宿舎をはじめ児童生徒が安全で健康的な生活を営むため
に必要な施設、設備を有している。

児童生徒のプライバシ－にも配慮の上、学校と施設が相互に不登校児童生徒やその家庭を支援するために
必要な情報等を交換するなど、学校との間に十分な連携・協力関係が保たれている。

①施設での指導経過を保護者に定期的に連絡するなど、家庭との間に十分な連携・協力関係が保たれてい
る。

②特に、宿泊による指導を行う施設にあっては、たとえ当該施設の指導方針がいかなるものであっても、
保護者の側に対し面会や退所の自由が確保されている。

７ 家庭との関係について

１実施主体について

２ 事業運営の在り方と透明性の確保について

３ 相談・指導の在り方について

４ 相談・指導スタッフについて

５ 施設、設備について

６ 学校、教育委員会と施設との関係について


